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技術の概要

安全・防災　　 インフラDX　 　 維持管理　  　 環境　　コスト　　品質　 　　　（該当分類に〇を付記）

　人口減少と少子高齢化が進み担い手不足が顕在化する中で、気候変動の影響による気象災害の激甚化
や頻発化、巨大地震や巨大津波の発生、加速するインフラ老朽化など多くの問題に直面しており、適切な対
応を間断なく進めることが求められています。そのため、デジタル技術を駆使した土木イノベーションの推
進、新技術の積極的な活用、分野網羅的・組織横断的なインフラサービスの提供が必要とされています。
　ＣＴＩグループでは、これらの社会的ニーズに対応するため、多種多様な技術分野の様々なシーンにおける
活用を目指して、DX、IoT、AI、Web、VR/AR、BIM/CIMなど複数技術を組合せ・統合したDXにより、AI時代
の新たな技術開発や実用化、技術展開に積極的に取り組んでいます。

（１） IoT、WEB、アプリなどICT技術を活用した取り組み
①Riskma、みるわん、管路内水位観測システム：雨量予測、河川水位、浸水リスクを一元管理する情報シス
テムに、IoT監視観測パッケージ・管路内水位観測システムを連携し、防災情報を提供します。
②災害対応支援システムD-Acts：災害時のタスク（行動項目）をタイムラインで可視化することで防災活動を
総合的に支援します。また、多様な機能を拡張可能であるため、BCPの実効性向上が期待されます。
（２） ドローン・UAV、3Dモデル、VR/ARなどを活用した取り組み
①橋梁点検研修VR：VRにより橋梁（鋼鈑桁橋）の定期点検を疑似体験し、クイズ形式で点検のポイントを学
習できる研修ツールを開発し、時間と場所を選ばず、オンラインで繰り返し研修を受けることができます。
②3Dﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲを利用したAIｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ：3Dディスプレイに映し出された3DアバターがAIモデルを用
いて観光案内をしてくれるシステム。観光案内の省人化、ユーザへの正しい情報提供が可能となります。
③360°動画の3D表示ツール：360°カメラにより幅広く点群を取得し、得られた点群に位置情報を与え、3D
Gaussian Splattingの技術により高速処理と高描画品質で現実世界のような空間の表現ツールとなります。
④3D都市モデル等を活用したまちづくり計画支援：３D都市モデルなどのデジタル基盤をベースとして、
様々なデータを連携・活用し、公共空間整備における合意形成や設計ツールに活用できます。
（３）デジタル処理技術、AIなどを活用した取り組み
①ﾚｰｻﾞｰ打音装置とLIBSを用いた劣化予測：コンクリート構造物の物理的及び化学的な劣化状態の時間発
展をデジタル化し、劣化機構に基づき劣化予測を行うAI技術を提供します。
②音響AI解析による雨天時浸入水検知：流量計に代わり、マンホールに入らず設置できる安価な集音装置
によるAI解析により、調査費用を大幅に削減し、現地作業の安全確保も向上します。
③ﾊｲﾊﾟｰｽﾍﾟｸﾄﾙｶﾒﾗを用いた地質調査技術：ハイパースペクトルカメラとAIを活用することで、コア観察の省
力化や、肉眼では判別が困難な試料の定量的評価に基づく判別などに活用できます。
④その他：ドローンや車載カメラから撮影した映像のAI画像解析による「迷惑・不法行為の検知」、「水質異常
検知」、「橋梁用伸縮装置損傷診断」、「奈良公園の鹿の検知」など
（４）その他の新技術に関する取り組み
①森林整備効果の定量的把握：樹種や樹高、密度などを入力条件とした水循環解析手法（SiBUC）を採用
し、間伐や植林などの森林整備効果を定量的に評価できます。また、山林火災のリスク評価も実施中（研究
段階）です。
②その他：海洋の生態系において温室効果ガスの二酸化炭素を吸収させて固定化させる「下水道ブルー
カーボンプロジェクト」、環境DNAを用いた低コスト環境診断パッケージ「生物多様性ナビゲーター」など

１．技術開発の背景及び契機

技 術 概 要 書　（様式）

３．技術の効果

（１）災害時の避難行動支援、施設運用・維持管理、交通・都市・地域活性の包括的な支援に有効です。
（２）インフラ分野の技術継承、人材育成、情報伝達・共有や、防災意識高揚の一助にも有効です。
（３）円滑な合意形成や生産支援、維持管理の効率化、既存ストックの有効活用に役立ちます。

４．技術の適用範囲

九州及び全国に展開できる技術です。

２．技術の内容

５．活用実績

（１）、（２）、（３）の各DX技術は、国の機関、自治体、社内研修などで採用実績は多数あり。
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